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テムの運営・開発を委託することである(Hirschheim and Dibbern, 2009)。 
日本経済がバブル崩壊後低迷しているなかで、日本の情報サービス産業が唯一堅調な伸



















                                                   



















































































産業白書』、情報処理推進機構『IT人材白書』、Ministry of Information and Communications, 












Information Technology, Vietnam Academy of Science and Technology)の客員研究員と
して、日本の大学院で博士学位を取得したベトナム人研究者とソフトウェア開発に関する
共同研究も行った。日本とベトナムにおいて毎年交互に開催される日越経済討論会にも出
席し、2008年9月、大阪で開催された討論会のサブセッション「IT & Embedded Software」
ではモデレータも務めた。2008年10月には、ハノイで開催された「APEC Symposium on 
Improving Market Access for ICT Outsource SMEs」に講演者として招聘され、日本のソ
フトウェア産業について講演をした。2009年には、VINASA、IOITおよびVNU(Vietnam National 


















































のか、日本の ODAにより開設されたハノイ工科大学 ITSS(IT Skill Standard)教育能力強化







































                                                   
















































































8 筆者も 1980年代半ば、中国人留学生達を活用したプロジェクトに参画した。 









進出年度 進出場所 企業名 形態 
1984 北京 コア・グループ 合弁 
1987 福建省 富士通 合弁 
1988 北京 セコム 100％ 
陜西省 文化オリエント 合弁 
上海 NTTデータ 合弁 
1989 四川省 呉電子計算センター 合弁 
上海 オムロン 合弁 
上海 ダイケイ 合弁 
天津 コーエー 100％ 
遼寧省 東和システム 合弁 
1990 上海 キスコソリューション 合弁 
















                                                   
10 情報処理推進機構 (2012b) p.124-125 
11 
 
表２ 日本企業のオフショア開発発注取引額国別年次変化 （単位：百万円） 
国・地域 2002年 2003年 2004年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 
中国 9,833 26,280 33,241 48,535 57,537 56,476 59,542 62,126 
インド 1,908 6,312 4,255 14,093 20,631 20,806 6,538 12,565 
ベトナム 30 30 216 430 1,258 3,867 3,297 2,080 
フィリピン 1,864 2,494 2,117 1,550 4,262 4,604 3,640 2,777 
その他 6,616 13,844 12,868 6,670 12,139 15,330 11,600 7,549 
合計 20,521 48,960 52,697 71,278 95,827 101,083 84,617 87,097 











































































                                                   












































































                                                   






















































































































































































ないので、豊田が言う「ブリッジ SE の暗黙知」がどのようなものであるかは不明である。 
 




























                                                   
20 日本科学技術連盟の分科会において、組込み製品の品質を高めるため、優秀なレビュア
ーの暗黙知（論理的な思考や洞察力）を共有する取り組みが検討されたこともあった。 


























































































                                                   
22 日本企業には郵送アンケート調査（調査対象 4,632 社、有効回答数 514）、米国企業には





























































Downes and Thomas(2002), 
Riusala and 
Suutari(2004), 


















































































                                                   





































ICT技術者をOJT(On the Job Training)によりブリッジSEに養成し、頻繁な仕様変更にはオ
















 3.3 海外におけるオフショア開発に関する多様な文献 
情報通信技術(ICT：Information and Communication Technology)の迅急なグローバル化、
およびアウトソーシングとオフショアリング（オフショア・アウトソーシング）に起因す
る仕事の移動に着目し、インドや中国へのオフショア開発に限定せずにグローバルな観点






























委託者側(2)に関しては、Aubert, Michel and Suzanne(1998)は、取引費用理論とエージ

































































                                                   




































                                                   
34 総務省(2007a)によれば、調査時点においてオフショア開発を行っている日米企業が最初
にオフショア開発を行った時期は 1981年以降。 

























































 4.1 ベトナム・ソフトウェア産業の概観 
情報通信技術（ICT：Information and Communication Technology）がベトナムの経済発








 2015年までの目標 2020年までの目標 












出所：国際情報化協力センター(2012a)『アジア情報化レポート 2011 ベトナム』 
 
2008-2012年のベトナムの ICT産業の売上は表５の通りである。2012年の同産業別構成
比は、ハードウェア 90.4％（対前年比 203.2%増）、ソフトウェア 4.7％（同 3.1％増）、デ
ジタルコンテンツ 4.9％（同 6.0%増）であり、ハードウェアの 2011年、2012年の伸び率が
高いのは、携帯電話やコンピュータ・電子部品の輸出増による（日本貿易振興機構、2013）。 
 
表５ ベトナム ICT産業の売上高   （単位：100 万 US$） 
 ハードウェア産業 ソフトウェア産業 デジタルコンテンツ産業 合計 
2008年  4,100   680  440  5,220 
2009年  4,627   850  690  6,167 
2010年  5,631 1,064  934  7,629 
2011年 11,326 1,172 1,165 13,663 
2012年 23,015 1,208 1,235 25,458 











表６ ベトナム ICT産業の登録企業数  （単位：数） 
 ハードウェア産業 ソフトウェア産業 デジタルコンテンツ産業 
2009年   992 1,756 2,844 
2010年 1,273 2,958 2,312 
2011年 2,763 7,044 3,289 
2012年 2,431 7,246 3,883 
出所：MIC (2013) “Vietnam Information and Communication Technology White Book 2013” 
 
表７ ベトナム ICT産業の一人あたりの年間平均賃金  （単位：US$） 
 ハードウェア産業 ソフトウェア産業 デジタルコンテンツ産業 
2008年 1,440 3,600 2,820 
2009年 1,809 4,093 3,505 
2010年 2,201 5,123 4,896 
2011年 2,279 5,034 5,267 
2012年 2,281 5,030 5,278 









                                                   
36 国際情報化協力センター(2012a) p.66 
37 同上 p.67 
39 
 
  表８ ICT技術者 職種別年間平均給与（2009年） （単位：US＄） 
 日本 中国 インド ベトナム 米国 
ソフトウェア 
技術者 
54,169 16,289 7,512 4,226 103,696 
ソフトウェア 
プログラマ／開発者 
39,321 18,325 7,512 4,226  85,894 
シニアソフトウェア 
プログラマ／開発者 
- 23,214 12,125 7,413 111,113 
IT プロジェクト 
マネージャ 
- 33,202 23,422 22,813 112,700 






に修得させる教育がハノイ工科大学 ITSS(IT Skill Standard)教育能力強化プロジェクト38
と FPT大学39において行われていることが注目される。 
 
表９ ICT教育を行っている高等教育機関の数と ICT関連の在学者数 
（単位：上段 校 ／ 下段 名） 
 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 
大学・カレッジ 192 219 271 271 277 
在学者数 30,350 39,990 50,050 56,406 60,332 
出所：MIC (2011) “Vietnam Information and Communication Technology White Book 2011” 
 












表１０ 第 14回 基本情報技術者（FE）試験の実情（2012年 10月 28日実施） 
 応募者数 受験者数 合格者数 合格率（%） 
モンゴル   78   65  2  3.1 
ミャンマー   37   35  2  5.7 
フィリピン  377  348  51 14.7 
タイ  373  323  30  9.3 
ベトナム  260  222  35 15.8 
合 計 1,125  993 120 12.1 
出所：ITPECのホームページを参考に筆者作成 
 
表１１ 第 4回 ソフトウェア開発技術者（SW）試験の実情（2010年 4月 実施） 
 応募者数 受験者数 合格者数 合格率（%） 
モンゴル  41  29 0  0.0 
フィリピン  25  23 6 26.1 
ベトナム  96  82 10 12.2 
合 計 162 134 16 11.9 
出所：ITPECのホームページを参考に筆者作成 （注）SWは 2010年まで 
 
ソフトウェア開発関連の組織としては、HCA(Ho Chi Minh City Computer Association)と
VINASA(Vietnam Software and IT Service Association)がある40。VINASAは日本をベトナ
ムICT産業の戦略的パートナーと位置付けをし、2003年にICT分野に於ける日越二国間協力
をより強力に推進することを目的とした下部組織、日越IT協力クラブ（VJC）を創立した。





Conditions)、需要条件(Demand Conditions)、企業戦略及び競争環境(Strategy, Structure 
and Rivalry)、関連産業・支援産業(Related and Supporting Industries)というダイヤモ
ンド・フレームワークを提唱した。これにもとづき分析すると、投入資源条件を除くとベ
                                                   
40 HCAは、1988年 6月に設立されたベトナムで最初に設立された ICTの協会であり、2012
年 4月時点で会員企業は 250社（ローカル企業 212社、外資系企業 36社）、ベトナム南部
































































 横浜 51.3 
 
・製造業技術者賃金 
 横浜 81,887 
・事務所賃料 
 大連 38 
北京 119 
・製造業技術者賃金 
 大連 10,074 
 北京 13,466 
・事務所賃料 
 ムンバイ 45 
バンガロール 17 
・製造業技術者賃金 
 ムンバイ 7,613  
バンガロール 





 ハノイ   4,855 




















































出所：事務所賃貸料(US$／1 ㎡当たり／月)、製造（中堅）技術者賃金（US$／年）は JETRO(2012) 
“環境要因”、“ICT 利活用”については、元資料 WEF(2011)41 
 
 4.2 日本とベトナムのソフトウェア分業生産の現状 
日本企業のベトナム進出社数は 1,542社（2012年 1 月末時点）であり、ソフトウェア業
は 71社（進出企業の 4.6％）である42。2001年に、三谷産業（金沢市）が開発拠点をホー
                                                   






日越合弁企業 VIJASGATE(Vietnam-Japan Software Gate) 45がハノイに設立された。その後






















                                                   
43 Aureole Information Technology Inc. ホームページ (2011年 11月 30日閲覧) 
44 ISB Vietnam Co., Ltd. のホームページ (2013年 3月 10日閲覧) 






沿革 (2013年 3月 22日閲覧) 
47 BSA (2012b)の世界 66カ国を対象にした ICT競争力を調査（ビジネス環境、ICTインフラ、
人的資産、法的環境、研究開発環境、ICT産業開発への支援について評価）によると、日本
16 位、中国 38位、インド 34位、ベトナム 53位。 
48 BSA(2012a)によると、ベトナムの違法コピー率は 81％。 
49 情報処理推進機構 (2011b)  p.132 
43 
 








































































日本 SI会社 ベトナム企業 
44 
 
Outsourcingと日本市場に参入を試みるが参入しきれない CMC Software Solution、そして
ベトナム最大手企業において、日本企業のオフショア開発に 10年間ほど従事していた管理





























                                                   
50 下記の日に訪問、対応者は J1社の代表。本研究のデータ等は、2011年 11月 23日訪問時
の聞き取り調査による。 






































54 下記の日に訪問、対応者は J2社の代表。本研究のデータ等は、2011年 11月 24日訪問時
の聞き取り調査による。 





























4.3.3 アウトソ－ス型Ⅰ(1)：Tinhvan Outsourcing56 
Tinhvan Outsourcingは、Tinhvan Holdings（1997 年設立）のアウトソーシングサービ
スを担当する会社として 2006年に設立され、2010年から日本企業へのサービス提供を始め
た。Tinhvan Holdingsの組織図（図９）によると、事業ドメイン別にコンサルティング事
                                                   
55 同社代表の 2011年 11月 24日訪問時の聞き取り調査による。 
56 下記の日に訪問、対応者は Tinhvan Holdings 副会長および Tinhvan Outsourcing 社長。
本研究のデータ等は、2012年 11月 16日訪問時の聞き取り調査の資料および同社ホームペ
ージによる。 





Outsourcingは約 80名）、2010年に CMMI(Capability Maturity Model Integration) 58レベ
ル３を取得している。 
 




Tinhvan Holdingsの売上は 2008年 700億 VND(Vietnam Dong)だったが、2010年には 1,200
億 VNDとなり、２年で 1.71 倍に増加した。また。社員数は 2008年 365人から 2010 年には
450人に増加している（図１０）。 
                                                   








































4.3.4 アウトソ－ス型Ⅰ(2)：CMC Software Solution60 







図１１ CMC Corporation の組織図 
 
出所：CMC Corporationのホームページを参考に筆者作成 
                                                   
60 下記の日に訪問、対応者は CMC Software Solution 社長およびアウトソーシングサービ
ス事業部 Anh部長。本研究のデータ等は、2012年 11月 17日訪問時の聞き取り調査および
同社ホームページによる。 
訪問日：2011年 11月 23日、2012年 4月 18日、2012 年 11月 17日 
50 
 




上高は 2008年の 22,770億 VNDから 2010 年 51,460 億 VND と順調に成長を遂げているが62、









図１２ CMC Corporationと CMC Software Solutionの売上 
 
 出所： CMC Software Solution アウトソーシングサービス事業部 Anh部長の資料を参考
に筆者作成 
                                                   
61 同社ホームページ （2012 年 4月 10日閲覧） 
62 CMC Corporationは 2008 年から 2010年の２年間で、売上が 2.3倍となった。 
63 副社長 Hoang Ngoc Hung へのインタビュー（2011年 11月 23日） 
51 
 













4.3.5 アウトソ－ス型Ⅰ(3)：3S International Software65 
 3S International Softwareは、ベトナム最大手の FPT Software において日本のオフシ
ョア開発に 10年間ほど従事していた管理職達８人がスピンオウトし、2012年 6月に設立し
た会社である。設立当初は社員 30名でスタートし、2013 年 6月には香港に駐在員事務所を
開設、2014 年 6 月時点の社員数は 63 名である。事業内容は、(1)オフショアソフトウェア
開発・保守、(2)ダイレクトマーケティング分野のソリューション提供及びコンサルティン
グ、(3)オンラインシステム開発、(4)モバイルアプリケーション開発、(5)物流システムイ
ンテグレーション、(6)品質保証のテストなどである。設立当初から 2013 年 9 月までの売






て Nghia 会長が FPT Software に従事していた時に、(1)イギリスの顧客先で２年間のオン
サイト業務、(2)FPT Software Japan の大阪事務所所長として日本での２年間の勤務など
を通じて人脈形成をしてきたことによる。 
                                                   
64 前掲の注 45参照 
65 下記の日に訪問、対応者は 3S International Softwareの Nghia会長および Nam社長。
本研究のデータ等は、2014年 6月 4日訪問時の聞き取り調査および同社ホームページによ
る。 
訪問日：2012年 11月 15日、2013年 1月 30日、2013年 12月 19日、2014年 2月 9日、2014
年 6月 4日 
52 
 
図１３ 3S International Softwareの市場別売上 
 











げることが、結果として社員達の将来の幸福に繋がると考え、(4)「Happy Cuder66, Happy 










                                                   
66 「Cuder」はプログラマのことであり、「Coder」から派生した俗語。 
   




































                                                   




4.3.6 アウトソ－ス型Ⅱ： FPT Software68 
 FPT Softwareは、ベトナム最大手の ICT企業である FPT Corporation（1998年設立、2010
年のグループの社員 1万 2,300人）69のソフトウェア事業部として、1999年からアウトソー
シングビジネスを開始した。2004年には株式会社となり、同年、ベトナムで初となる






図１４ FPT Corporation の組織図
 
出所：FPT Corporationのホームページを参考に筆者作成 
                                                   
68 下記の日に訪問、対応者は FPT Software副社長および営業部長他。本研究のデータ等は、
2012年 11月 24日訪問時の聞き取り調査および同社ホームページによる。 
Hanoi本社訪問日：2005年 5月 23日、2007年 7月 18日、2007年 8月 15日、2007年 9月
24 日、2007年 12月 20日、2008年 1月 22日、2008年 10月 31日、2011年 11月 24 日 
FPT Software ホーチミン(Saigon Hi-Tech Park) 訪問日：2012年 11月 13日 











部署を設置している72。同社の売上は 2005年 920万 US＄だが 2010年には 5,200万 US$と伸
ばしており、社員数も 2005 年 1,000人から 2010年 3,500人へと大幅に増えている（図１
５）。 
 
図１５ FPT Softwareの売上と社員数 
 
出所：FPT Software 社のホームページを参考に筆者作成 
 




売上は 5,200万 US$、うち日本市場の売上は 52％の 2,700万 US$であった。2010年の為替
レートの年間平均（1US$＝87.79円）73で日本円に換算すれば約 23億 7,400万円となり、日
                                                   
71 同社ホームページ（2013 年 3 月 4 日閲覧）顧客近接地において要件定義、概要設計など
上流工程を実施し、下流工程はベトナムへの持込開発で対応するオンサイト－オフショア
型を目指している。 
72 同社ホームページ（2012 年 4月 10日閲覧） 
73 三菱東京 UFJ銀行の 1米ドルの年間平均為替（TTM=87.79 円）にて計算。同社ホームペー













出所：FPT Software 社のホームページを参考に筆者作成 
 










                                                   
74 情報処理推進機構 (2012b) p.126 
75 FPT Software社に委託している日本企業担当者へのインタビュー（2012 年 11月 16日） 
57 
 






























































SEの技術力 － ○ ○ － － 




－ ○ △ ○ △ 
日本語運用能
力 
－ ○ ○ ○ ○ 
日本文化・慣
習の理解 










○ － － － － 
現地の文化・
慣習の理解 
























































アウトソ－ス型Ⅰの Tinhvan Outsourcing および CMC Software Solutionの課題は、何
はさておきブリッジ SEの養成である。日本企業のオフショア開発の経験が乏しい企業にと
っては、CMC Software Solution の Hung副社長が述べた２つの壁、日本語の壁と日本企業
の品質要求水準の壁を乗り越えることは容易ではない。単に OJTだけに頼っていては課題








































































                                                   


























人、ベトナム人留学生 4,033 人）であり、うち ICT人材に成り得る可能性がある電気通信






                                                   
77 サクセニアン (2008)は、イスラエル、台湾、それに続いてインドや中国の ICT産業の発
展は、シリコンバレーとの強力な連携を築いた各国の留学生達が母国へ還流する「頭脳還
流」が最大の原動力となっていると述べている。 

























た。また、ベトナム政府の ICT技術者育成の取り組みの遅さに FPT Corporationも、2006
年に FPT大学を設立し、日本企業向けブリッジ人材養成の取り組みを始めた。他のベトナ
ムの大学でも日本語教育センターを設置しているところも有るが、日本企業向けブリッジ
人材の養成を目指し、成果を出している大学はこの 2 校以外にはない。 
今後、日本企業のオフショア開発は、非漢字圏・非英語圏の他の新興国においても拡大
し、現地での日本企業向けのブリッジ人材養成が必要になることは想像が付く。そこで、
ハノイ工科大学 ITSS(IT Skill Standard)教育能力強化プロジェクト、FPT大学、そしてベ











トナム企業の中で最も人材養成手法が確立している FPT Software を事例として取り上げ、
ベトナムにおける日本企業向けブリッジ人材養成について考査する。 
 






スとし、日本語科目のコマ数を配置した特徴を持つ(郷端, 2012a, p.142)。 
 
表１５ ハノイ工科大学ITSS教育能力強化プロジェクトのカリキュラム Ver.3.2 科目構成 
科目の種別 科目総数 総単位数 





日本語科目 日本語（第 1 ～第 5 セメスター） ５ ５４ 
IT 日本語（第 6 ～第 10 セメスター） ５ ２６ 




総  数 １００ ３２１ 
出所：郷端(2012a)  
「ベトナム国ハノイ工科大学 ITSS 教育能力強化プロジェクトの事業報告」 
（注）①第６セメスターから、IS(IT Specialist)コース と AP( Application 
Specialist )コースに分かれて受講 
                                                   
80 下記の日に訪問、対応者は立命館大学から出向している郷端氏。本研究のデータ等は、
2011年 11月 25日訪問時の聞き取り調査および郷葉氏の講演資料による。 
訪問日：2007年 12月 21日、2011年 2月 25日、2011 年 11月 25日 
81 2001年 1月に纏められた、IT基盤の整備を主な目標にしていた e-Japan戦略に続き、2003






    ② 要卒に必要な単位数は２５７単位 
    ③ 各科目は１５週で完了とし、１コマは４５分授業 
 
表１６は入学者数、日本語能力試験の合格者数83、VITEC(Vietnam Training and 
Examination Center)が行っている基本情報技術者試験（FE）84の合格数である。 
 













入学者数 121 名 126名 115名 114名 118名 108 名 
日本語能力 1級     1名      
2級 23 名  8名     
N2   2名  3名  4名  1名   
3級 16 名 16名 59名 30名   
N3  18 名  7名     
情報スキル：FE 81 名 52名     
出所：郷端(2012b)  
『ハノイ工科大学での IT人材育成とベトナム社会情勢やベトナムとの連携について』講演資料 
（注）日本語能力試験：２期生以降は 2011 年 10 月時点の集計 
情報スキル FE：2011年 8月時点の集計 
 









                                                   
83 2010年に試験認定が変わり、旧試験の 1級～４級が新試験では N1～N5となり、旧試験の

















立命館大学 10名 10名 10名 10名 
GPA 満点 5 GPA:4.35 GPA:4.41   
慶応義塾大学 10名 10名 5名 5名 
GPA 満点 3 GPA:2.9 GPA:2.8   
会津大学   5名 5名 
出所：郷端(2012b)  （注）GPA（Grade Point Average） 
『ハノイ工科大学での IT人材育成とベトナム社会情勢やベトナムとの連携について』講演資料 
 
 5.3 FPT大学86 
 FPT大学は、FPT Corporation がベトナムに不足する日本語ができる ICT技術者を育成す













ることもある。2010年の卒業生は 300名、うち 60％が FPTグループへ就職しており、FPT
グループへの人材供給大学としての位置付けが強い。日本政府が開発支援を約束したホア
ラク・ハイテクパークに、現在約 30ヘクタールの新キャンパスを建設中であり、2012年に
                                                   
86 下記の日に訪問、対応者は学長。本研究のデータ等は、2011年 11月 24日訪問時の聞き
取り調査および同校ホームページによる。 
訪問日：2007年 7月 18日、2008年 10月 31日、2011年 11月 24日 









 5.4 FPT Softwareの人材養成 












ている。また、FPT Corporationが設立した FPT大学や FPT Aptechセンター88からの採用や、
他社で働く ICT技術者や海外に留学しているベトナム留学生達には血縁・地縁・学縁など
のネットワークを活用して、優秀な人材に対して採用の働きかけを行っている。人材養成
については人材の採用・教育のセンターである Pool(Human Resource Pooling)において、
大学生のインターシッププログラムや新入社員の親入社員研修、新しいスキルの修得が必
要な者達の研修を実施している。インターシッププログラムを終えた大学生や親入社員研
                                                   















図２０は、FPT Software の PM(Project Manager)と Tester の人材養成の例である89。PM
や Tester に、必要なスキル修得のための SPA、SPD、SPM や、PMI(Project Management 
Institute)90が策定した PMBOK (Project Management Body of Knowledge) ガイドに基づい
た学習コースが提供され、PMI が認定するプロジェクトマネージメントに関する国際資格 















 FPT Softwareがこのように人材養成に力を注ぐには、次のような背景がある。 




にインドの Aptechと提携した FPT Aptechセンターを開校した。しかし、欧米市場におい
て失敗を経験したことにより、2001年頃から人材養成の重要性を再認識し始め、人材養成
に注力し成長したインドの Infosysを参考にした。Vivek Paul91が FPT Corporation の幹部
に対して「Software outsourcing is actually Human Resource Business.」と、人材養成
の重要さを説いたことも切っ掛けとなり、ベトナムの ICT系大学卒業者のスキル不足と日
本企業がベトナムでのオフショア開発を始めたこともあって、日本企業向け ICT人材を養







成する FPT大学を 2006年に設立することになった。 





 このように、日本企業向け ICT 人材の養成に注力したことが、FPT Softwareが日本企業
のオフショア開発の受託を、ほぼ独占（特に日本大手企業）できるようなった要因である。 
 











ショア開発をほぼ独占しているFPT Softwareように、日本市場への参入を目指す Tinhvan 




















































































































ろうか。FPT Software のように海外進出しているベトナム企業は少なく、また FPT Software
のように自社内で ICT人材を養成するノウハウも持ち合わせている企業は無いに等しい。













                                                   
92 「4.2 日本とベトナムのソフトウェア分業生産の現状」参照 
93 国際情報化協力センター(2012b)によれば、ソフトウェア産業従事者は、中国 180万人
(2010)、インド 200万人(2010)、フィリピン 8万人(2009)、ベトナム 6.4万人(2009)。 
94 表８参照 

































 6.1 研究課題の総括 




























                                                   
97 日経 BP社のホームページ 2013年 3月 22日閲覧 


















(1) SE(System Engineer)としての技術力 



























































































































































































































































                                                   
99 表８参照 
100 前掲の注 47参照 
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